






1.は じ め に
本共同研究においては,「産学官連携による地域活性化 に関する研究」 というテーマのも
とに,と くに大阪府 ・京都府,和 歌山県等の地元地域の食品中小企業の香港 ・台湾等の食品
展示会への出展 を支援 し,地域の特産物 を海外に周知させるとともに,地 域経済の活性化 を
図ろうと計画 ・推進 している。このテーマの もとで,本 稿の目的は,近 年の東アジアの食料
貿易の実態について統計数値 をもとに分析 し,日本および東 アジア地域の食料貿易の基礎的
な情報 を整備することにある。とくに本稿では,現 在の日本の食料輸入,と くに野菜輸入の
近年の変化を中心 に検討する。さらに日本向けの主要輸出国である中国 ・東南アジア諸国等
の輸出国 ・地域の輸出動向との連関にも注目しつつ,以 下の点を中心 に明らかにすることで
あるD。
①近年の 日本の野菜輸入相手国および品目の特徴 を明 らかにすること。
②中国の野菜産地の動向と主要野菜輸出相手国構成の変化 を明 らかにすること。
③ さいごに,① と② の結果に基づいて,世 界有数の食料輸入国である日本の輸入動向 と輸
出国産地の動向がどのような関連をもっているのか,と くに2000年代 に複数回発生 した食品
安全問題の影響 と,そ の後の動向について検討する。
本稿 において日本の食料輸入動向と中国等の輸出国の動向の連関に注 目するのは,以 下の
要因による。




②2000年代前半の中国における食品安全問題(と くに残留農薬問題)の 発生 を背景に,
日本側は検査項目の増加,ポ ジティブリス ト制の導入等の輸入検査(と くに残留農薬
1)本稿は,桃 山学院大学共同研究プロジェク ト(地域連携)「産学官連携による地域活性化 に関する
研究」13連230による研究成果の一部である。
キーワー ド:食料貿易,日 本 ・中国,野 菜,食 料自給
156 桃山学院大学総合研究所紀要 第39巻第3号
検査)の 強化 を実施 したが,こ の措置がその後の貿易の拡大に一定の影響 を与えてい
ること。
この① ・②の事案の影響 により,中国の産地では,2000年代後半に至 り,貿易額の大 きな
変動,貿 易検杢での問題発生等を嫌 う中国側輸出企業のいわゆる 「日本離れ」が発生 し,東
南アジアやEU向 けの輸出が拡大するなど,日本側の輸入に影響を与えている。 しか も,こ
の 「日本離れ」現象は,2011年の福島第一原子力発電所事故 による日本国内の野菜供給の減
少問題 とも相 まって,日 本の長期的な食料供給への影響が懸念される。
いうまで もな く,当初から輸入国 ・輸出国の双方向か らの要因が複雑 に相手側 に影響を与
えるという事態は想定できるが,近 年の日中間の食料貿易は,こ うした状況が顕著に進展 し
ていると考えられる。また,両 国の動向が異なる場合は,将 来的に日本の必要食料 を確保す
る際に問題が生 じる可能性 も否定できない。こうした点 も論点の一つとなろう。
また,本 稿において,多様性を有する食料貿易品目の中で野菜を中心 に検討するのは,日
本における野菜の輸入が以下のような特徴を有 してお り,現在の 日本の輸入食料 における一
つの代表例 と考えられるためである。
① 後に詳述するように,日 本の野菜輸入は,1980年代 まではその規模がご く限られたも
のであったのにたいして,1990年代以降大 きく増加 し,自給率の低下が比較的急速で
あること。また,野 菜の場合,一 般に農作物の中でもとくに労働集約的な作物である
とい う特徴 を有 していることから,主 に農業労働力の不足等により,すでにかなりの
規模の産地の縮小が発生 しているが,今 後予想されるいっそうの農業労働力の減少 に
より,将来にわたって国内生産の縮小,輸 入の拡大が懸念される作物であること。
② すでにふれて きたように,輸入野菜の場合,2000年代初頭に主 に中国産の輸入冷凍野
菜 ・生鮮野菜において残留農薬問題等の食品安全問題等が頻発 し,日 中両国において
大 きな社会問題 となった。この事態か ら,供給国における生産 ・輸出体制の再編を招
来するなど,輸 入国と輸出国の消費 ・生産動向が比較的強 くリンクしている状況が理
解で きる。つまり,日本向け輸出および日本の輸入企業による,輸 出国での生産 ・調
製管理が比較的徹底 しているなど輸出国と輸入国の関係が緊密である品目であること。
③ 野菜では,そ の輸入形態において,た んに生鮮品輸入に限定 されず,冷 凍野菜 ・乾燥
野菜 ・塩蔵野菜 ・ジュースなど,様 々に加工された形態で も輸入されるため,生 鮮品
輸入 と加工品輸入の両者の特徴 を備えていること。
本稿では,こ うした諸点 にもとついて,野 菜 を中心に,日 本の食料輸入の現状 と問題点 を,
輸入国の輸入動向の変化 と輸出産地の生産動向が相互に与える影響 を検討 し,さ らに,こ こ





戦後の 日本の食料自給率は,ほ ぼ一貫 して低下 して きた。これは,い うまでもな く日本国
内の農業生産の縮小 と,輸 入農産物の増加によるものである。
1960年代に小麦,大 豆,飼 料などから本格化 した日本の農産物輸入は,そ の後徐 々にその
程度 を深め,1980年代には牛肉,オ レンジ等の果実,水 産物の輸入が急増 し,そ して現在で
は野菜,花 卉,さ らには米 におけるミニマムアクセス制の導入によって,制 限付 きとはいえ,
ついに米の輸入 にまで拡大するなど,ま さに農産物総輸入依存時代の到来 といっても過言で
はない。
輸入拡大 と国内農業の縮小の結果,カ ロリーベースの総合食料自給率 は,1965年に70%以
上の水準にあったものが,2000年代前半には実に40%代に低下 してお り,2011年には39%に
低下 している。 また,生 産額ベースの総合食料 自給率 も同様 に,1965年の86%から2011年に
は66%へと低下 している。さらに,主 食用穀物 自給率 も1965年の80%から2011年には59%へ
といずれ も大 きく低下 しているのである(第1表 参照)。
第1表 主食用穀物自給率,供給熱量総合自給率,生産額ベースの総合食料自給率の推移
1965 1970 1975 ':1 1985 1990 1995
主食用穀物自給率
(%)
80 74 69 69 69 67 65
供給熱量総合食料
自給率(%)
73 60 54 53 53 48 43
生産額ベースの総
合食料 自給率(%)
86 85 83 77 82 75 74
2000 2005 2006 2007 11: 2009 2010 2011
主食用穀物自給率
(%)
60 61 60 60 61 58 59 59
供給熱量総合食料
自給率(%)
40 40 39 40 41 40 39 39
生産額ベースの総
合食料 自給率(%)
71 69 68 66 65 70 70 66
資料:農 林水産省編(2013)89ページ。
こうした食料 自給率の低下にたいして,日 本の農林水産省 も食料 自給率の向上などを目指
して1999年に 「食料 ・農業 ・農村基本法」(いわゆる新農業基本法)を 策定 し,近 い将来 に
45%程度にまで高めたいとの方針が示 された。 しか し,その後の長期不況による安価な輸入
農産物の需要増大,さ らには2011年の東日本大震災と福 島第一原子力発電所事故 による産地
への影響,風評被害の拡大などによ り,実態 としては輸入農産物への依存 はむしろ深まる方





輸入額か ら輸出額 を差 し引いた農産物純輸入額 はおよそ474億ドル とな り,日本は1984年以
降,約30年にわたって世界最大の農産物純輸入国となっている2>。




こうした,農 産物全般の自給率低下の中で,野 菜の自給率 もその例外ではな く,近年顕著
に低下 している。つまり,1980年代 までは,年 間50万トン程度の,限 られた輸入規模であっ
たのにたい し,1990年代に入ると,年 間100万トンに急増 し,さ らに2000年以降は年間300万
トン前後の高い水準 に達するなど,輸 入量は急速 に増大 してきた。 これとほぼ軌 を一にして
国内の野菜生産量 も年間1,700万トン弱か ら1,200万トン弱へ と大 きく減少 してきたことか ら,
現在では総消費量の約2割 を輸入 に頼っているのが実態である(第2表 参照)。この野菜 自
給率の水準は,日 本の他の輸入農産物 との比較では大幅に低い というものではないが,農 業
労働力不足等による国内野菜産地の縮小 と国内生産量の減少,さ らには野菜自給率の低下が
非常に急速である点には注意を払うべ きであろう。
第2表 日本の野菜の輸入量,国 内生産量,自 給率の推移
(千トン,%)
年 輸入量 国内生産量 国内消費仕向量 自給率
1960 16 11,723 11,739 .・.
1965 42 13,467 13,509 99.7
1970 98 15,316 15,414 99.4
1975 230 15,872 16,102 ':.
・:1 495 16,633 17,128 97.1
1985 :.・ 16,606 17,472 95.0
1990 1,551 15,843 17,394 91.1
1995 2,628 14,671 17,299 .,.
2000 3,124 13,702 16,826 .,
2005 3,367 12,482 15,849 ..
2010 2,782 11,728 14,510 :1
資料:農林水産省資料,財務省貿易統計から作成。
2)農林水産省編(2012)『平成23年度 食料 ・農業 ・農村 白書』166ペー ジ。
3)日本の農産物輸入額を輸入相手国 ・地域別にみると,ア メリカが26%を占め,次 いでASEANl7%,
EUI5%,中国ll%,オース トラリア7%,カ ナダ6%と なっている。この上位6か 国 ・地域で農産
物輸入額の約8割 を占めてお り,一部の国 ・地域への依存が高いことがわかる。
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このように,日 本の輸入が急増 した時期は,後 に述べるように,野菜の最大の輸入相手国
である中国の野菜産地において,と くに1990年代 において急速に日本向け野菜輸出システム
が構築されていった時期 と符合 している4)。この時期以降,中 国の主要な輸出向け産地であ
る山東省,福 建省 などにおいては,主 に日本向けの野菜生産農場等が形成され,輸 出システ
ムが構築されてきた。ここで,主 要な役割を果たしたのは日本の商社 と種苗会社である5>。
野菜の総輸入量は第3表 に示 したように,1990年の109.2万トンか ら,1995年212.3万トン,
2000年の256.0万トンへ とわずか10年間で倍以上に急増 した(こ の数値は,注5で 述べる野
菜の分類①～⑧の合計)。しか し,2000年代 に入ると,残 留農薬問題等の食品安全問題が顕
在化 し,輸入量は大 きく変動 している(こ の点については後述する)。
(3)日本の野菜主要輸入相手国
では,日 本の輸入野菜は主にどの地域か ら輸入 されているのだろうか。
第3表 は2006年以降の 日本の野菜輸入量(総 輸入量)6)の推移 と,主 要輸入相手である中
国(輸 入量第1位)と アメリカ(同,第2位)か らの輸入量の推移を示 したものである。
第3表 日本の野菜輸入(全体量)の推移と構成比 (トン,%)
中 国 アメリカ 中国 ・アメリカの計 総輸入量
2006年 1,621,93858.2 505,446 18.1 2,127,38476.3 2,787,104100.0
2007年 1,413,58456.4 465,775 18.6 1,879,35975.0 2,506,416100.0
2008年 1,150,353 1: 470,768 1: 1,621,12171.6 2,263,396100.0
2009年 1,098,41550.3 461,109 21.1 1,559,52471.4 2,184,898100.0
2010年 1,284,34551.4 545,790 21.8 1,830,13573.3 2,498,326100.0
2011年 1,409,97551.9 586,711 21.6 1,996,68673.4 2,718,490100.0
資料:財務省貿易統計から作成。
第3表 か らは,以 下の2点 の特徴が読み取れる。
① 日本の野菜輸入は,2008年,2009年前後に,食 品安全問題(い わゆる 「毒鮫子事件」)
の発生によって一時大きく減少 したが,そ の後 日本の国内生産の減少や安価 な輸入野
菜へのシフ ト等の要因 もあ り回復傾向にある。現在,ほ ぼ年間270万トン前後の水準
で推移 している。
② 主要輸入相手国である中国 とアメリカの合計 は,全体の4分 の3を 占めてお り,この
比率は総輸入量の増減があってもほぼ一定である。
続いて第4表 は,第3表 の野菜輸入量(総 輸入量)の 内訳 を,主要な生鮮野菜,冷 凍野菜,
塩蔵野菜,乾 燥野菜,ト マ ト加工品の5種 に限ってみたものである(こ の5種 合計で全体の
4)こうした中国産地における動向について詳しくは,大 島一二編著(2007)参照。
5)この点について詳 しくは,大 島一二編著(2007)参照。
6)ここでいう 「野菜」の概念としては,大 別して,①生鮮野菜,② 冷凍野菜,③ 塩蔵野菜,④ 乾燥野
菜,⑤ 酢調製野菜,⑥ トマ ト加工品,⑦ その他調製野菜,⑧ その他,に 分けられる。第3表 は①～⑧
の合計である。
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第4表 日本の野菜輸入(生 鮮野菜 ・冷凍野菜 ・塩蔵野菜 ・乾燥野菜)の 推移 と構成比
(トン,%)
中 国 アメリカ 中国 ・アメリカの合計 合 計
生鮮野菜
2006年 604,173 63.2 119,562 12.5 723,736 75.7 956,169100.0
2007年 446,360 62.0 72,757 10.1 519,117 X2.2 719,468100.0
2008年 329,393 54.6 71,977 11.9 401,370 ... 602,733100.0
2009年 338,288 55.0 71,226 11.6 409,514 ... 615,271100.0
2010年 458,773 55.9 132,075 16.1 590,848 72.0 820,594100.0
2011年 518,830 56.7 151,132 16.5 669,963 73.2 914,982100.0
冷凍野菜
2006年 396,372 46.2 291,250 34.0 687,622 :1 857,098100.0
2007年 389,155 45.8 295,157 34.7 684,312 :1 850,177100.0
2008年 321,860 40.4 304,582 38.2 626,442 78.6 797,208100.0
2009年 312,796 39.9 307,770 39.2 620,566 X9.1 784,172100.0
2010年 345,490 40.5 333,147 39.1 678,637 X9.6 852,547100.0
2011年 386,302 41.9 344,608 37.4 730,911 79.2 922,518100.0
塩蔵野菜
2006年 140,419 .. 26 o.o 140,445 .. 158,389100.0
2007年 124,057 :. 13 o.o 124,070 86.5 143,516100.0
2008年 105,116 79.1 15 o.o 105,131 79.1 132,843100.0
2009年 ・ ・II 79.5 15 o.o 88,456 79.5 111,266100.0
2010年 88,940 :11 29 o.o ::… 80.0 111,222100.0
2011年 90,743 84.6 15 o.o 90,757 84.6 107,258100.0
乾燥野菜
2006年 43,826 85.9 4,845 9.5 48,671 95.4 51,007 100.0
2007年 43,775 86.1 4,602 9.1 48,377 95.2 50,827 100.0
2008年 41,117 84.5 5,005 10.3 46,121 94.7 48,679 100.0
2009年 38,287 84.4 4,868 10.7 43,155 95.2 45,352 100.0
2010年 38,224 83.1 5,255 11.4 43,479 94.5 46,017 100.0
2011年 38,286 1 5,072 11.0 43,357 94.0 46,103 100.0
トマ ト加工品
2006年 49,687 23.5 24,632 11.7 74,320 35.2 211,090100.0
2007年 54,840 25.5 23,260 1: 78,100 36.4 214,696100.0
2008年 50,490 23.3 25,238 11.6 75,728 34.9 216,974100.0
2009年 41,075 20.7 25,916 13.0 66,991 33.7 198,810100.0
2010年 38,906 18.6 26,336 12.6 65,242 31.1 209,553100.0
2011年 45,348 19.4 28,193 12.0 73,541 31.4 234,086100.0
資料:財務省貿易統計から作成。
81.8%,2011年)。これ に よれ ば,5種 の輸 入量 の推移 は,ト マ ト加工 品 を除い てほぼ 同傾
向を示 してお り,中 国 とア メリカでほぼ7割 か ら9割 を占めてい る。 この2力 国が 日本へ の
主要 野菜供給 国であ る と考 えて差 し支 え ない であ ろう。
さらに,生 鮮 野菜 に限って,輸 入相 手国 ・地域 をさ らに細 か く見 た表が第5表 であ る。 こ
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の表 か らは中国,ア メ リカの他 に,ニ ュー ジー ラン ド,メ キ シコか らの輸入 も一定水準 に達




合 計 914,982 100.0
中 国 518,830 56.7
アメリカ 151,132 16.5
ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 88,315 9.7
メキシコ 74,489 8.1
韓 国 24,148 2.6
台 湾 17,482 1.9
オ ー ス トラ リ ア 12,041 1.3
タ イ 10,621 1.2
資料:財務省貿易統計から作成。
こ う した 中国 とアメ リカの高い シェア は,ど の ような推 移 を経 て形成 されたのか。
第6表 は,生 鮮 野菜輸入 量の 中国の推 移 を示 した ものであ る。 この表か らは,中 国の シェ
アが1995年には20.7%に過 ぎなかった ものが,2005年に は63.1%に達 し,そ の後 も50から60
%程 度 の シェア を維持 してい るこ とが理解で きる。 なお,野 菜全体 では,中 国の シェアは,
1994年35.3%,2000年45.1%,2003年52.2%,2006年58.2%,2011年51.9%と全体 の3分 の1
か ら増加 し,現 在 は2分 の1を こえる水 準 で ある。 これ らの数値 か ら,1990年代 後 半か ら
2000年代 の初 め に中国産 の シェアが急 速 に高 まった こ とが読 み取 れ よう。
では,こ の時期 の 中国の野菜の生 産状 況 は どの ような ものであ ったので あろ うか。次 の節
で みてみ よ う。
第6表 生鮮野菜輸入量の推移 と中国のシェア
(トン,%)
年 総輸入量 中国からの輸入量 中国の比率
1995 737,841 152,644 20.7
2000 971,116 363,216 37.4
2005 1,125,200 709,928 63.1
2006 956,169 604,173 63.2
2007 719,468 446,360 62.0
11: 602,733 329,393 57.4
2009 615,271 338,288 55.0
2010 820,594 458,773 55.9




さて,こ こまでみてきたように,日 本の野菜輸入における中国のシェアの高 まりが顕著で
あったが,一 方で,中 国の野菜生産 と輸出はどのような構造 になっているのであろうか。
(1)中国における野菜生産の拡大 と輸出の増大
1978年の改革 ・開放政策実施以降,中 国では比較的収益性の高い野菜生産に参入する農家
が増加 し,野菜生産は拡大 を続けた。また,前 述 したように,1990年代後半以降,中 国の主
要な輸出向け野菜産地である山東省,福 建省などにおいては,主 に日本向けの野菜生産農場
等が形成され,野 菜生産(と くに輸出向け野菜生産)は いっそうの拡大 を遂げてきた。
第7表 は中国の野菜作付面積と生産量の推移 を示 したものである。 またこの表 には主要輸
出地域である山東省の作付面積と生産量も付記 している。 この表によれば,中 国の野菜生産
は1990年～2010年の20年間に作付面積で3.0倍,生産量で3.7倍に急増 していることがわかる。
作付面積か らみると,中 国のすべての農産物の中で最 も伸び率の高い作物である。
第7表 中国の野菜作付面積と生産量の推移
年











1990 6338 17603 一 一
1995 9515 26089 一 一
1996 10368 30233 1085 4852 16.0
1997 11425 35019 1267 5433 15.5
1998 12291 .,. 1324 5710 .・
1999 13347 40526 1477 6407 15.8
2000 15237 42400 .. 7256 17.1
2001 16339 48337 1850 7556 15.6
2002 17353 52909 1970 8335 15.8
2003 17954 54032 2027 8729 16.2
2004 19708 62011 1970 ..., 14.3
2005 17721 56451 .,. :.1 15.2
2006 18217 58326 1738 1・ 14.2
2007 17329 56452 1704 8342 14.8
11: 17876 59240 1113 :・ ・ 14.6
2009 18390 61824 1756 8937 14.5
2010 19000 65099 1770 9031 13.9
資料:中 華人民共和 国農業部 編(2011)。
とくに山東省 は2010年で,作 付面積の9.3%,生産量で13.9%を占め,中 国最大の野菜産









輸出量 輸出額 輸入量 輸入額
1995 214.2 22.0 2.4 0.3 211.8 21.7
1996 221.4 21.0 3.8 0.4 217.6 20.6
1997 221.3 19.9 5.5 o.s 215.8 19.4
1998 256.1 19.5 6.9 0.6 249.2 18.9
1999 283.6 19.7 9.2 o.s 274.4 18.9
2000 321.1 21.1 9.8 1.1 311.3 20.0
2001 395.0 23.7 10.0 1.1 385.0 22.6
2002 466.8 26.6 9.9 1.1 456.9 25.5
2003 552.2 30.9 9.6 1.1 542.6 29.8
2004 602.8 38.4 11.5 1.4 591.3 37.0
2005 681.6 45.4 10.7 1.3 670.9 44.1
2006 734.1 .・ 12.4 1.5 721.7 53.3
2007 819.1 62.8 10.7 1.7 :1: 61.1
11: 821.0 65.2 11.4 1.9 :1'・ 63.3
2009 :1・ .: 9.7 1.8 794.2 67.0





1 日 本 19.3 19.3
2 アメリカ 7.5 7.5
3 韓 国 7.1 7.1
4 マ レー シ ァ 6.3 6.3
5 イ ンドネシア 6.2 6.2
6 ベ トナム 5.3 5.3
7 タ イ 4.2 4.2
8 ロ シ ア 4.1 4.1
9 香 港 3.0 3.0




が1995年以降(と くに2000年代)急 速 に拡大 したことが理解で きよう。












資料:中 華 人民 共和国農業部編(2011)他か ら作成。
の輸 出が全体 の約2割 を占め,も っ とも多い こ とが確認 で きるが,た だ,第10表 に示 した よ
うに,日 本 のシ ェアは1995年の46.0%から19.3%へ半 減 して いる。
つ ま り,ほ ぼ同時期 に,前 述 した ように,日 本 にとって輸 出国 としての 中国の シェアは高
まって きてい るの にたい して(約2割 か ら約5割 へ),中 国 の輸 出 に とって 日本 のシ ェアは
5割余 か ら2割 程 度 に低 下 してい る点 には留意 しなければな らない。
(2)中国における野菜生産 ・輸出拡大の要因
では,1990年代以降,中 国の野菜の輸出が急速 に拡大 した要因はどのようなものであろう
か。 この要因として,注 目しなければならないのは,2001年末に実現 した,中 国のWTO加
盟の影響があげられよう。この加盟に伴 う交渉の結果,関 税割当管理制度の対象 となった農
産物の輸入割当数量が定められ,関 税率も低下 した。さらに食糧の全量国家管理から,民 間
企業でも輸入できる仕組みに変更され,例 えば,コ メでは2002年か ら輸入割当数量枠の50%
が民間企業に割 り当てられた。この結果,い くつかの農産物 において中国の輸入が促進 され
ている。 とくに大豆は,1990年代中盤 までその輸入量はほとんど無視できる水準 にあったが,
WTO加 盟を契機 として輸入量が急増 し,現 在すでに輸入量が5,000万tを超える水準 に達
するな ど(第11表),急増 している。こうした農産物の輸入増大が,徐 々に中国の農業 ・農
村に深刻な影響 を与えつつあるのである。そ してこのことは,相 対的に中国の国際競争力が
高い野菜 ・果樹 ・花卉等の輸出によって,穀 物等の輸入増分 を補填 しようとする,中 国政府
の農産物 ・食品輸出振興策を結果 として加速 しているのである7>。
また,こ うした中国の中央政府の農産物輸出戦略の一方で,野 菜 ・果実 ・山菜等のい くつ
かの輸出農産物は,経 済発展の遅れた農村地域(主 に内陸地域)の 経済振興策 として,地 方
政府(省 政府 ・地区級市政府 ・県政府等)が 注 目し,生産 ・輸出振興 を開始 している点 も無
7)このような事情か ら,中国政府は政策的に農産物輸出を奨励 している。中国政府の研究機関作成の
農業白書 といえる中国社会科学院農村発展研究所 ・国家統計局農村社会経済調査司(2008)97ページ




年 輸出量 輸入量 年 輸出量 輸入量
1993 37.3 9.9 2002 30.5 1131.5
1994 83.3 5.2 2003 29.5 2074.1
1995 37.6 29.8 2004 34.9 2023.0
1996 19.3 111.4 2005 41.3 2659.1
1997 .. ::. 2006 39.5 2827.0
1998 17.2 320.1 2007 47.5 3082.1
1999 20.7 432.0 11: 48.4 3743.6
2000 21.5 1041.9 2009 35.6 4255.2
2001 26.2 1394.0 2010 17.3 5479.7
資料:中 華人民共和 国農 業部編(2011)
視できない8)。これらの農作物 は,そ れぞれの輸出量規模 はそれほど多 くないとはいえ,い
ずれも近年 日本向け輸出量が急増 している農産物である。 こうした農産物の多 くは中国内陸
の山間部等の貧困農村で生産され,そ の生産 ・加工 ・販売(輸 出)が 地域経済の活性化や農
家所得の向上に大 きな貢献 を果たす ことが地方政府か ら期待 されている点で共通 し,地方政
府 レベルで様々な生産 ・輸出振興策が実施されているのである。
このような,中 国政府,地 方政府の政策的な後押 しにより,中国の農産物輸出は拡大を続
けてきた と考えられる。 しか し,一方で無視できないのは,日 本 ・韓国等の主要農産物輸入
国の経済 ・社会の動向である。
周知のように,1990年代後半以降,日 本はバブル経済崩壊以降の長期の不況が継続 し,と
くに外食産業,給 食産業等では安価な海外産農産物 ・食品に対する需要が拡大 した。また,
WTOの 枠組みの中で貿易の自由化(と くに農産物輸入の自由化)を 迫 られてきたことも輸
入増大の要因の一つとしてあげられる。こうした背景のもとで,東 南アジアおよび中国から
の日本向け食料輸出を,日本側か ら推進 してきたのは,日本の食品産業 ・外食産業 ・中食産
業等に関連する企業であった。つまり,これ らの企業自身,お よびそれらと取引のある内外
の商社 ・種苗会社が主体 となって,1990年代以降,中 国,東 南アジア等のアジア諸国におい
て,農 産物 ・食品の 「開発輸入」戦略を積極的に展 開し,日本市場において販売可能で,か
つ安価な農産物 ・食品を生産,輸 出するシステムを構築 してきたことが大 きな要因の一つ と
なっていると考えられる9)。
1990年代以降の中国から日本 ・韓国への急速な農産物 ・食品の輸出拡大は,こ うした日中
両国の経済利害の一致が大 きな要因であったとみることができよう1°)。
8)こ の事 例 と し て,一 部 の 野 菜,コ ンニ ャ ク,マ ッ タケ,ワ サ ビ,梅 お よび 梅 干 し等 の梅 加 工 品,シ
イ タ ケ,山 菜,タ ケ ノ コ,バ ナ ナ,リ ン ゴ果 汁,ラ イ チ,マ ン ゴ ー,リ ュ ウ ガ ンな どが あ げ ら れ る 。
9)こ の事 情 につ い て は,大 島(2007)108～lllページ を参 照 さ れ た い 。
10)台湾,韓 国 の現 地調 査 に よれ ば,韓 国,そ して 少 し時 間 をお い て 台 湾 も 日本 と同 じ よ うな状 況 に あ っ





全性 を揺るがす大 きな問題が日本で発現 した。周知の,輸 入された中国産野菜における残留
農薬問題の発生(冷 凍 ・生鮮野菜あわせて当時56件の違反が発生)で ある。この事件は,後
に次第に大 きな問題となっていった食品安全問題の端緒であるが,こ のときにも日本社会 と
中国の輸出産地 を大 きな衝撃が走った。




産物生産量の増大 を強 く求めたこと,② また,経 済の発展に伴 って,流 通システムが しだい
に地域内中心の小規模流通から,地域 を超えた大規模物流へ と転換 したことにより,これま
であまり重視 されてこなかった鮮度維持,見 栄えの向上が必要 となったこと,な どの要因か
ら,一般農家において農薬や化学肥料 を急速に多用するようになったのである。
実際に,1990年以降の中国の農薬 と化学肥料の投入量に注目すれば,こ の時期 に耕地面積
はほとんど増加 しないか,む しろ減少 しているのに対 して,化 学肥料 と農薬の投入がいずれ
も急増 していることがわかる(1990年から2010年までに,化 学肥料 と農薬の投入量は,そ れ
ぞれ2.15倍と2.40倍に増大 している)。この ように,農 家が化学肥料 と農薬 を短期 間に大量
に投入するようになったのに対 して,一 般の農民の農薬 ・化学肥料管理の熟練度は低 く,公
的な農業技術普及システムも改革 ・開放政策実施以降大 きく弱体化 し,問題が多かったため,
使用上の過誤事件(筆 者の山東省における現地調査では,農 薬の希釈倍率の過誤や散布時期
の誤 り等の問題が多いことがわかっている)が しば しば発生する事態 となったのである。
このような背景の中,1990年代以降,農 薬残留基準を超過 した野菜等の農産物が国内市場
や輸出向けにしばしば出回るようになり,残留農薬問題が,中 国国内の社会問題,場 合 によっ
ては国際問題 とな り,中国社会および国際社会の注目を浴びる事態 となったのである。 この
結果,中 国政府 ・輸出企業は,こ の問題 に対する早急かつ抜本的な対策を求められるように
なった。
(2)安全問題 にたいする政府の対応
この問題の発生に対 して中国政府は,基 本的には輸出向けの緊急対策と,国 内向けの比較
的長期的な対策の2種 の異なる対策を実施 している。これは中国国内で出回る野菜が総量で
年間6億t(前 掲第7表 参照)と いう膨大な規模であ り,かつ,零 細規模 の個別農家が生産
主体であるため管理 ・指導が容易でないことなどから,短期間での対応が困難であるためで
東アジアの食料貿易における新動向と課題 167
ある。これに対 して前者の輸出向け野菜 は年間800万t程度(前 掲第8表 参照)の 規模であ
り,また大多数の事例で輸出企業が農場 を直接管理するなど,企業の関与が強 く,比較的迅
速な対応が可能であったためと考えられる。
この前者の輸出向け農産物の生産にかん して,中 国政府が実施 した大 きな規制強化は,関
係法規 を制定 し,企業直営農場制の実施を義務づけるなど,生産 ・輸出企業に対する規制 を
大幅に強化 したことである")。また,後 者の国内向けに関して も,無公害食品制度の実施
国務院(内 閣に相当)に おける食品安全委員会の設置(2008年),さらに2009年6月か らの食
品安全法の公布などと,こ の方面でも,徐 々にではあるが規制は強化 されている。
とくに前者の輸出向け農産物に対する規制強化 は,国 家質検総局(「国家質量監督検験検




ばならない基準は,お よそ以下の通 りである。つま り,①登録基地における農薬の購入 ・管
理・使用状況の厳格な把握と記録,② 残留農薬検査機器の設置 と残留農薬検査の定期的実施,
③検査結果の記録,④ 最低300ムー(20ha)以上の企業専用栽培基地の確保,⑤ 最低1名 の
専属農業技術者の配置,等 である。 これらの規定 に企業が違反 した場合,原 則 として輸出は
許可 されない'2)。
こうした法整備の結果,輸 出向け農産物は,そ れまでの個別農家が生産 した農産物を産地
仲買人が集荷 し,最 終的に輸出企業が とりまとめ,調 製,出 荷(輸 出)す るとい う方法
(「産地仲買人方式」)から,基本的に輸出企業が自ら経営する自社農場方式で生産すること
が基本 となったのである。この生産 ・加工システムの転換によって,す でに述べたような,
農家の農薬管理の不熟練による使用上の過誤などの問題は基本的に回避することがで きたと
考えられる。 しか し,い くら政府の指導が強化 されて も,現実に生産 を行っている企業,産
地の対応が重要であることはいうまでもない。そこで,次 はこの点について説明 してい こう。
(3)安全問題の発生 と農業 ・食品企業の対応
輸出企業の対応の中で,と くに注 目されるのは,前 述のように,輸 出企業が 自ら経営する
自社農場で生産 し,輸 出する方式が普遍化 したことである。
2002年の残留農薬問題の発生と,前 述 した中国政府の法改正(企 業農場制の推進と検査の
強化)を 契機に,各 輸出企業は自社の生産管理体制を再編 したが,と くに企業 自社農場制の
推進により,以前 は中国においてほとんどみ られなかった大規模な企業農場が,漸 江省 ・江




蘇省 ・山東省 ・福建省等の中国の沿海地域に次々に成立 した。またこうした動 きに伴って,
山東省など一部の地域ではあるものの,農 民専業合作社による合作社農場の建設 も進展 して
いる。
また,国 全体の法制度の整備に伴って,農 業生産体制において も多 くの企業 ・農民専業合
作社において大規模農場管理システムの導入がみられるようになった。報告者 らのグループ
が実際に調査 したA社(江 蘇省常熟市 に立地する台湾系 日本向け冷凍野菜輸出企業)で は,
農家から集積 した農地において13),管理総責任者の管理下 に複数の管理者 を配置 し,管理者




り,う ち年間輸出額500万ドル以上の企業 は,2003年836社,2005年には1,400社,に達 して
いるとい う'5)。そ して,そ の6割 が農業生産,加 工,輸 出を複合的に行っている。つまり,
企業直営農場で生産 した野菜 ・農産物 を,自社で調製 ・加工 して輸出する一連のシステムを
備えた企業が増加 しているのである。
中国では,前述の農産物輸出企業に対する法整備 に伴って,す でに巨大な規模のアグリビ
ジネス企業が各地に形成 され,結 果 として農産物 ・食品の安全確保についてシステム的な担
保が可能 となったのである。
5.ま と め にか えて
さて,こ こまでみてきたように,食 品安全問題の発生を契機 として,中 国の野菜産地にお
ける生産体制の再編は急速 に進んだと考 えてよいだろう。 しか し,こ うして形成 された大規
模な企業は,当然のことながら,し だいに自らの利潤の拡大を目的に,販 売先,輸 出先の選
択 と集中を進めている。 このなかで,近 年問題が顕在化 しているのが,日 本への輸出を回避
するとい う,本稿の冒頭で述べた 「日本離れ」(あるいは輸出先の多元化)現 象の出現であ
る(前 掲第10表参照)。
確認のため,こ の現象の発生要因について整理 してみ よう。
まず,前 述のように,1990年代以降,一 貫 して拡大傾 向にあった 日本 の野菜の輸入 は,
2000年代 に入 り,中 国産野菜の食品安全問題の発生によって輸入の急減が発生 した。この動
向によって,中 国の産地では輸出増大 による価格の上昇,一 方での急落による輸出企業の倒







に,日 本側は検査項目の増加,ポ ジティブリス ト制の導入等の輸入検査(と くに残留農薬検
杢)の 強化を実施 したが,こ の措置が,日 本を世界で もっとも規制の厳 しい国の一つ とする
ことになった。
この二つの状況 により,中国の産地では,貿易額の大 きな変動,貿 易検査での問題発生等
を嫌 う中国側輸出企業のいわゆる 「日本離れ」が発生 し,東南アジアやEU向 けの輸出が拡
大するなど,日本側の輸入に影響を与えている。しか も,この 「日本離れ」現象は,2011年
の福島第一原子力発電所事故による日本国内の野菜供給の減少にたいして,中 国の産地の一
部において十分 に野菜が確保で きないという問題 にもつなが り始めている。
この一方,本 稿2で 述べたように,日 本にとっては,野菜等にかんして中国への依存度は
趨勢 として高 まっている。今後 も自給率の低下 と長期化する不況のもとで,自 給率の大幅な
向上は望めず,ま た中国への高い輸入依存度は今後もかな りの期間継続するものと考えられ
よう。
こうした情勢 を考慮すれば,過 度の規制緩和 も望ましくはないが,過 度の規制強化 も,ま
た国民の食料の確保の うえで一定の問題 となる可能性があるのである。長期的には世界的な
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CurrentMovementofFoodTradeinEastAsia:
FocusedonVegetablesTradebetweenChinaandJapan
OSHIMAKazutsugu
Thispaperisbasedonthejointresearchon``regionalactivationbyindustry-university-
governmentcooperation"operatedbySt.Andrew'sUniversity.
Inthisjointresearch,wesupportsmallandmedium-sizedfoodcompaniesinlocalaresuchas
OsakaPrefecture,KyotoPrefecture,WakayamaPrefectureetc.Wemainlyhelpthemtoexhibit
theirproductsatfoodexhibitionsinHongkong,soastoactivatelocaleconomy.
ThispaperanalyzedtheactualsituationoffoodtradeinEastAsiainrecentyearsthroughsta-
tisticaldataandJapanandexaminedcurrentchangesinfoodimportsofJapanandthechangesin
theexportsofChina.
Itmainlyfocusedonthefollowingpoints;
1.thetrendsofJapan'simportsofvegetablesinrecentyears
2.thetrendsofChina'sexportsofvegetableinrecentyears
3.therelationshipbetweenChina'sexportsandJapan'simports
